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附 K,iK: (参考） HSa^ する 要因の 例 及 ひ' それらの 指示 パラメータ 
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日本工業規格 



JIS 



機械 类 頁の 安全' 性 一機 械类頁 力、 ら B 9 フ 09- 2 ： 2001 

放出され る 危険物 質に よる 14123-2:1998) 

健康への リスクの 低減 一 
第 2 部 ： 検証 手順に 関する 方法論 

oafety or machinery ― Reduction of risks to health rrom 

hazardous substances emitted by machinery 一 
Part 2 : Methodology leading to verification procedures 

序文 この 規格 は， 1998 年に 第 1 版と して 発行され た ISO 14123 2, Safety of machinery— Reduction of risks to health 
from hazardous substances emitted bv rnachmerv 一 Part 2 : Methodology leading to veriiication procedures を 翻 |R し， 技 
術 的 内容 及び 規格 票の 様式 を 変更す る こ と な く 作成した 日本工業規格 である。 
なお, 原 国際規格の 前文 は 規定 内容で はない ので， この 規格から 除外した。 

1. 適用 範囲 この 規格 は， 適切な 検証 手順 を 明確に する ために， 危険物 質の 放出に 関連す る 重要 要因 を 選 _択 する ため 
の 手順 を 特定して いる。 この 规格 は， B 9709 - 1 ： 2001 とともに 使用す る こと を 意図して いる。 

備考 こ の 規格の 対応 国際規格 を 次に 示す。 

なお， 対応の 程度 を 表す 記号 は， Guide 21 に 基づき， IDT (—致して いる）， MOD (修正して い 
る）， NEQ (同等で ない） とする。 

1:50 1412,:>-2 ： 1998 [^arety or machinery ― Reduction of risks to health from hazardous substances emitted 
by machinery 一 Part 2 : Methodology leading to verification procedures (IDT) 

2. 引用 規格 次に 掲げる 規格 は， この 規格に 引用され る ことによって， この 規格の 規定の 一部 を 構成す る。 これらの 
引用 规格 は， 記載の 年の 版 だけが この 規格の 規定 を 構成す る ものであって， その後の 改訂版 • 追 補に は 適用し ない。 
発行 年 （又は 発効 年） を 付記して いない 引用 規格 は， その 最新 版 (追 補 を 含む） を 適用す る。 

JIS B 9709-1 ： 2001 機械 類の 安全性-— 機械 類から 放出され る 危険物 質に よる 健康への リスクの 低減 一 第 1 
部 ： 機械 類 製造者の ための 原則 及び 仕様 
備考 IsO 14123- L ： 1998, Safety oi rnaclnnerv ― Reduction of risks to health irom hazardous substances emitted 
by machinery ― Part 1 : Principles ana speciiication for machinery manufacturers 力、、 このお I 格と 一致して レ、 
る。 

1SO/DIS 12100-1- Safety of machinery ― Basic concepts and general principles for design ― Part 1 : Basic termi- 
nology, methodology 

3. 方法論 こ の 箇条 は 検証 手順 としてし なけ れ ばな ら ない ス テツ プを 定義す る 。 
備考 これらの ステップ は 附属 書 A で 要約され ている。 

3.1 危険物 質の 同定 
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3.1.1 謹の 意図す る 使用 中に 放出され るお それの ある 物質 を 同定す る （ISO/DIS 12100- 1 及び JIS B 9709 1 ： 
2001 の 4, 参照）。 

3.1.2 これらの 物質のう ち どれが 健康に 対して 危険 源と なる か， 及び その 危険 源の 性質 を 決定す る （JIS B 9709- 
1 ： 2001 の 3.2 参照）。 

3.1.3 い く つかの 物質が 同定され ている 場合， 最悪の 場合の 特性 を 表す キ一 となる 物質に ついて， 検証 手順 を 実行す 
るべき である。 キーと なる 物質 は， 毒性， 腐食 性， 溶解性 及び ほこり っぽ さ 等に 基づいて 選択され る。 
3.2 放出の 特徴 づけ 

3.1.3 で 同定され るすべ ての 重要 顕著な 物質に 関して は， 次 を 確定す る。 

一 機械の 寿命の すべての 局面に おける すべての 予見 可能な 状況 下での 放出の 想定 量 及び 規模 
備考 1. 量 は 査定 技術のう ちの 一つに よ り 特徴 づ けられる （附属 書 B 参照）。 

一 機械 及び 人が 居 そ う な棰 所での 放出の 位置 及び 方向 

一 放出 力、' 起こり そうな 場合 

備考 2. これ は 人が 居そう な 場所 及び 機械 類の 運転 サイ クルに 関連す る。 

一 放出の 物理的 特徴， 例えば， 相， 速度， 温度 及び 圧力 

一 空気 中 放出 又は 表面 汚染 を 発生させる 可能性が あるか どうか 
3.3 重要 要因の 同定 

3.3.1 放出 を 引き起こす 関連 要因 を 同定す る。 放出 低減の 方法 は 関連 要因に 基づく。 

備考 関連 要因 は 材料， エネ ルギ 又は 機械 設計 若しくは 性能に 関連す る 場合が ある。 例 を 附属 書 C に 示す。 
3.3.2 重要 要因 を 同定す る。 これら は 放出 力 3、 最も 依存す る 関連 要因で ある。 
3.4 指示 パラメータの 特定 

3.4.1 同定され た 重要 要因に 関係す る 定量 的 指示 ノ 、。ラ メータ を 確定す る 。 

備考 例 を 附属 書 C に 示す。 
3.4.2 値， 値の 範囲 及び 放出 を 低減す るた めに 要求され る 指示 パラメータの 条件 又は 状態 を 特定す る。 

4. 検証 

4.1 検証 は 指示 パラメ一 タに 関連す る データの 集積に よ り 実ネ亍 される。 

4.2 検証 は 現地 試験， 実験室 試験， 測定 及び 検査 又は 計算に よる 結果 を 含む。 
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附属 書 A (参考） 検証 手順に 関する フロー 図 



表 A.1 は 検証 手順 で 採用 される ステップの シーケンス を 示す。 

表 A.1 



条項 


ス テツ フ" の 流れ 


例 


3.1 


危険物 質 を 同定す る。 


一 機械の 寿命 上の 段階 を 同定す る。 
― 危険 源の 特 1 牛 を 同定す る- 


3.2 


放出 を 特徴 づける。 
1 


一 放出の 想定され る 量 又は 規模 
—人の 位置 及び 放出の 方向 

一 放出 力 s'fii"^ n そう な 日# 間 

― 物理的 特徴 ： 相 (例 え ば， ガス）， 温度 

一 空気 中 又は 表面 汚染 


3.3.1 


関連 要因 を 同定す る。 

4 


― 材料 ： ほこり つぼ さ， 使用 率， 生産 率 
一 使用 エネ ルギ ： タイプ 
一 機械 設計 ： 人間工学， 距離， 自動 化 
一 性能 ： 効率 


3.3.2 


重要 要因 を 選択す る。 
4 


危険物 質の 放出に 最も 影， する 要因 ： 指示 パラメータの 選択 を 助ける ために こ 
れらの 要因に 優先順位 をつ ける。 


3,4,. 1 


指示 パラメ一 タを 特定す る。 


一 定量 的 ： 測定 又は 計算に よ り 得られる。 

一 定性 的 ： 例 え ば， 目 視 検査 (可視 化 技術， 設計の 詳細） に よ り 得 られ る。 


3.4.2 


パラメータの 値， 範囲， 条 
件 又は 状態 を 設定す る。 

ふ 


放出 低減 を 実行す るた めの 要求 事項 


4. 


検証 手順 を 特定す る。 


一 特定の 指示 ノ 、"ラ メータに 関連す る 情報 を 特定す る 。 

一 現地/実験室 試験， 測定， 目視 検査 又は 計算， 技術 構成 ファイル による 明示 
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附属 書 B (参考） 放出の 種類の 例 及び それらの 査定の 仕方 

表 B.1 は 放出の 種類の 例 及び その 査定 を 示す。 

表 B.1 



放出の 種類 


査定 技術の 例 


無視 可能 又は 重要で ない 


一 目視 検査 
一 スモーク テス ト 
一 チン ダル ビーム ランプ 
一 圧力 テス ト 


局部 的 


一 構成 部の 性能 
一 局部 集中 査定 


全般 (起こ り う る 多 地点 放出） 


― マス ノ 《ランスからの 計算 

一 テス トデ一 タ 
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附属 書 c (参考） 関連す る 要因の 例 及び それらの 指示 パラメータ 

表 C.1 は 機械 類から 生じる 危険物 質の 健康に 対する リスクの 低減に 影響を及ぼす 要因の 例 を 示す。 

表 C.1 



力 テ ゴ リ 


関連 要因 


指示 パラメータ 


材料 


供給 率， 放出 率 


質量 流量 (kg/h) 

線速度 ひ 匪 〃腿) 
気 中 濃度 (nag/m3) 




供給 形態 


粉末 又は 固体， 粘性， 非 粘性 又は 揮発性 液体 




処理 タイ ミ ング 


供給 時間 （min) 


エネ ルギ 


熱 的 


温度 制御 （ranged) 

温度 上昇 又は 降下 率 （ 。C /min) 

製品 放出ん う L 度 rc) 

液体 又は ガス 冷却 材 温度 （ 。c ) 

冷却 材 流量 （//h) 




電気 的 


吸収 エネ ルギ （J) 
駆動 電動機 霄' 流し や 




機械的 


攬拌 速度 (min_i) 
搬送 速度 （m/min) 
混合 時間 （min) 




空気の 移動 


冷却 又は 捕 集 速度 (m/s) 

排気ガス 速度 (m/s) 又は 流量 (mVs) 


設計 


セッティング， 幾何学 的 配置， 方向 


蓋が 開いて いる 又は 閉じて いる 

蓋が 開く までの 遅れ 時間 (S) 

局所 排気， 位置 

排気 ダクトの 直径 (rmn) 

最も 近く にいる オペレータの 位置 （m) 

材料 落下の 高さ （m) 

放出 方向 


性能 


シールの 漏れ 


シ一ル の 完全 性 




エア ク リーナ 


分離 効率 (％) 

フィルタの 圧力 損失 (Pa) 




局所 排気 式 換気 


捕 集 効率 (％) 




汚染 制御システム 


汚染除去 指数 




全 放出 


放出 率 (g/min) 

汚染 濃度 パラメータ （mg/m 3 ) 
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JIS B 9709-2 : 2001 

(ISO 14123-2 ： 1998) 

機械 類の 安全性 一 機械 類 か ら 放出され る 
危険物 質に よ る 健康への リ スクの 低減 一 

第 2 部 ： 検証 手順に 関する 方法論 
解説 

この 解説 は， 本体 及び 附属 書に 規定 • 記 載した 事柄， 並びに これらに 関連した 事柄 を 説明す る もので， 规 格の一 部 

ではない。 

この 解説 は， 財団法人 日本規格協会が 編集 '発行す る もので あり， この 解説に 関する 問い合わせ は 財団法人 日本 規 
格 協会に ご連絡く ださい。 

1. 制定の 趣旨 この 规格 は， ISO[International organization for standardization (国際 標準化 機構）] 規格の ISO 14123 
-2 (safety oi machinery Reduction oi risks to health from hazardous substances emitted by machinery ― Part 2 : Basic 
terminology and methodology) の 第 1 版 （19%) を 技術的 内容 及び 様式 を 変更す る こ と な ぐ 制定した 日本工業規格 である。 

なお， ：[SO で 発行され る 安全 規格 を， WTO/TBT 協定の 観点から 早期に 国際 安全 規格に 一致した 日本工業規格と し 
て 制定す る 必要性に 鑑み， この 規格 を 制定した。 

2. 制定の 経緯 この 規格 は， 平成 12 年度に 社団法人 日本 機械工業 連合会 を 審議 団体と する 原案 作成 委員会 (5. 参照） 

に お い て 作成 し た 原案に 基づい て 制定 し た。 

なお， 原 国際規格に 基づいた 日本工業規格 はこれ ま でに 作成され て おらず， こ の 制定が 初めての ものである。 

3. 規定 項目の 内容に 関する 解説 

3.1 全般 この 規格 は， 国際 安全 规格 系の タイプ B 規格に 相当し， この 規格の 原則 及び 仕様 は， 他の タイプ B， C 規格 

でも 共通に 使用す る ことが 要求され る。 

3.2 検証" 原 国 隙 規格に は， 4^.3 として 下記が 記載され ている。 

A number of general test methods, which mav be used as part oi verification, are described in EN1093-1 and the 
following parts whicn are under preparation. More detailed test conditions for a specific type or group of machines may be 
given in type C standards. (検証の 一部と して 使用す る 多く の 一般的 試験 方法 は 1093 1 ： 1999 及び 現在 作成 中の 続 
きの パートで 示される。 個々 の タイ プ 又は グル-- プに 対す る よ り 詳細な 試験 条件 は タ ィ プ C 規格で 示 される。）。" 

しかし， EN 1093- ： に 1999 に 該当する 国際規格 及び 日本工業規格がない ので， この 規格で は， 原 国際規格の 4.3 を 
削除し， この 解説の も 試験 方法に その 内容 を 記載した。 

4. 試験 方法 機械 類から 放出され る 危険物 質の 健康に 対する リスクの 除去 及び/又は 低減の ための 要求 事項 及び/又 
は 方策の 検証 等 を， この 規格の 4.1， 4.2 に 従って ネ亍 うため に は， 試験 方法 を 決定す る 必要が ある。 

許容 可能な リ スク 力, その 時代の 価値観に 基づく， 所定の 状況の 下で 受け入れられる リスク （例えば 国家 規則 又は 法 
律） （ISO/mS 12100-1 の 3.7B)" と 定義され， 明確な 判断基準 力 S 、示されて いない 状況から， これらの 検証に 用いられ 

解 1 
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る 試験 方法 も， その 時代の 技術水準 や 社会の 価値観， 法律上の 問題 等 さまざまな 要素に よ り 決められる もので あり， 
その 決定 は， この 規格の 趣旨 を 逸脱し ない 限りに おいて， この 規格の 使用者の 判断に 委ねられる。 

EN 1093-1 ： 1999 及び その "Table 1— Sum 扁 ry" に 記載され た EN を 参考資料と して 解説 付表 1 に 示す。 
EN 1093-1 ： 1999 では， 機械からの 危険物 質の 放出の 査定の ために 利用され る 指標 を 定義し， 実験室の 方法と して 
の ベンチ 試験法 （Bench test methods), 室内 法 （Room methods) と 現場での 方法 （Field method) の 3 通り の 方法 を 取り 上 
げ， 更に， 危険物 質の 性質に 応じて 現実の 危険物 質で なく トレー サ 物質 を 使用す る トレー サ法 (Tracer techniques) も 用 
いて， 放出 （emission), 捕 集 （capture) ， 分離 （separation) に 関係す る， 定義され た 査定 指数 （assessment parameters) 値に 
応じての 各 試験 方法の 選択 基準 を 規定して いる。 



解説 付表 1 参考資料 

1. EM 109.>-1 ： 丄 999 Saiety of machinery ™Ji valuation of the emission oi airborne hazardous substances ― Part 1 : 
Selection of test methods (機械 類の 安全性 一空 気 中の 危険物 質 放出の 評価一 第 1 部 ： 試験 方法の 選択） 

2. EN 109*3 — 3 ，afetv of machinery 一 Evaluation of the emission oi airborne hazardous substances ― Part 3 . IMnission 
rate of a specified pollutant— Bench test method using the real pollutant (第 3 部 ： 特定の 汚染物質の 放出 率 一実 際の 
汚染物質 を 用いた ベンチ 試験法） 

0. EN 1.0 リ,: >_4 ，afety of machinery ― Evaluation of the emission or airborne hazardous substances ― Part 4 : Capture 
efficiency of an exhaust ventilation system —Tracer method (第 4 部 ： 排気 式 換気 システムの 捕 集 効率一 ト レ一サ 法) 

も EN 1093-6 safety of machinery ― Evaluation of the emission of airborne hazardous substances ― Part 6 : separa- 
tion efficiency by mass, unducted outlet (第 6 部 ： 質量に よ る 分離 効- 率の 測定， ダク ト のつ いていない 排気口） 

D. EiN 1096-7 safety of machinerv ― Evaluation of the emission oi airborne hazardous substances -— Part i . [Repara- 
tion efficiency by mass, ducted outlet (第 7 部 ： 質量に よ る 分離 効率の 測定， ダク ト のつ いている 排気口） 

0. EN 109*^-8 :5afety of machinery -― valuation or the emission oi airborne hazardo lis substances ― Part 8 : Pollutant 
concentration parameter, test bench method (第 8 部 ： 汚染物質 濃度 パラ メータ， ベンチ 試験法) 

1 . EN 1-0 リ,: i-9 Dafely of machinery — jLvaluation oi the emission oi airborne hazardous substances —— Part 9 : Pollutant 
concentration parameter, room method (第 9音に： 汚染 ォ匆質 濃度 ハ。 ラ メータ， 室内 法) 

8. DrEN 1093-1 1 Saietv oi machinerv ― Evaluation or the emission oi airborne hazardous substances ― Part 11 : 
Decontamination index (第 11 部 ： 汚染除去 指数） 

備考 2.〜8. は， EN 1093-1 ： 1999 の 中の Table l—Summary table に 記載され た EN を 示す。 



5. 原案 作成 委員会の 構成 表 平成 10 年に 設置され た 原案 作成 委員会の 構成 表 を， 次に 示す。 

JIS B 9709-2( 機械 類の 安全性 一 機械 類から 放出され る 危険物 質に よる 健康への リスクの 低減 一 
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： 検証 手順に 関する 方法論 
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B 9709-2 ； 2001 (ISO 14123-2 ： 1998) 解説 
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★ 内容に ついての お 問合せ は， 技術 規格 開発 へ FAX ： 03-3405-5541 で ご連絡く ださい。 

★ JIS 規格 票の 正誤 票が 発行 さ れた 場合 は， 次の 要領で ご 案内いた します。 

(1 ) 当 協会 発行の 月刊! 化 ジャーナル" に， 正 * 狭の 内容 を揭 載いた します。 

(2) 毎月 第 3 火曜日に， "日 g 産業 新 NT 及び" 日刊 工業 新 ar の HS 発行の 広告欄で， 正 狭 系 
が 発行され た JIS 規格 番号 及び 规 格の 名称 をお 知らせい たします。 

なお， 当 B 会の JIS 予約者の 方に は， 予約され ている 部門で 正 K 票が 51 行され た に は 自動 

的に お送りい たします A 

★ JIS 規格 票の ご注文 及び 正 誘 系 を ご 希望の 方 は， 普及 事業 85 誓 及 業務 R (FAX ： 03-3583-0462) 
又は 下 。7： のま S 会 各 支部へ FAX でお 顋 いいたします。 - 
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